
道府県民税所得割額
と市町村民税

所得割額との合算額

想定される
世帯年収

支給限度額
（年額）

区分

2.5倍

１円以上～
　 85,500円未満

257,500円以上～
　507,000円未満

507,000円以上

（注）　１　年収は，保護者のうちどちらか一方が働き，高校生１人，中学生１人の４人世帯の目安。
　　　　２　学び直し支援事業は，就学支援金支給期間経過後，卒業までの期間（最長２年），継続して授業料の支援を実施。
　　　　３　専修学校高等課程においては，入学金減免事業の補助上限額が異なる。（年収350万円未満世帯：76,000円，年収590万円未満世帯：38,000円）

85,500円以上～
　 257,500円未満

各事業の申請手続きについて
※手続きに必要な書類等については、申請先にお問合せください。

◆ 就学支援金事業（学び直し支援事業）
◆ 入学金減免事業
◆ 奨学給付金事業
　　　　　　保護者が茨城県内在住
　　　　　　茨城県内の私立高等学校等入学者

　　　　　　保護者が茨城県内在住
　　　　　　茨城県外の私立高等学校等入学者

保護者の所得要件

補助上限額
（年額）

給付額
（年額）

270万円以上～
350万円未満

0円（非課税） 270万円未満

就学支援金事業
（学び直し支援事業）

396,000円 加算

590万円以上～

910万円未満

910万円以上

350万円以上～
400万円未満

入学後、学校より案内。

学校窓口へ申請。

毎年夏頃に茨城県ＨＰに案内を掲

示。茨城県総務課私学振興室 へ直

接申請。

396,000円 加算

396,000円 加算

118,800円 一律

所得制限

【高等学校（全日制）・中等教育学校（後期課程）】私立高等学校等に対する就学支援策 対象者フロー

350万円以上～
400万円未満

350万円以上～

590万円未満

96,000円

96,000円

48,000円

入学金減免事業 奨学給付金事業

生活保護世帯：52,600円

第1子世帯：103,500円

第2子以降世帯：138,000円


